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１ 労働安全衛⽣法改正の背景と狙い
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労働安全衛⽣法の体系
○ 労働安全衛⽣法は、事業者に対し、労働災害防⽌措置を義務付ける「労働者保護法」
○ いくつかの規定は、事業者以外の者（元請、機械メーカー、リース業者等）も規制
○ ⼀部の条⽂を除き、個⼈事業者は普遍的な保護・規制の対象とはなっていない
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○ 既存の労働災害防⽌対策に労働者と同じ場所で就業する労働者以外の者（個⼈
事業者等）をも取り込み、労働災害のみならず、個⼈事業者等の業務上災害の防
⽌を図るため、個⼈事業者等⾃⾝や事業者（注⽂者等）に必要な措置を義務付け。
①事業者（注⽂者等）は、⾃⾝が管理
する場所においては、労働者に加え、
当該場所で就業する労働者以外の者
も含めた保護措置を実施する。
②個⼈事業者等は、労働者と同じ場所
で就業する場合には、⾃⾝の安全衛
⽣確保に加え、同じ場所で就業する
者に危害が⽣じないよう、必要な事
項を実施する。

※  労働者と異なる場所で就業する場合も上
記に準じた取組を個⼈事業者等に推奨

個⼈事業者等の安全衛⽣対策の基本的な考え⽅
建設アスベスト訴訟の最⾼裁判決

○ 建設アスベスト訴訟最⾼裁判決では、⽯綿の規制根拠である安衛法第22条は、
労働者だけでなく、同じ場所で働く労働者でない者も保護する趣旨との判断がな
されている。

最⾼裁判決を踏まえた対策の基本的な考え⽅

個⼈事業者や出⼊業者（その他の作業者）等が
事業者（注⽂者等）の事業場内で作業する場合

報告義務の対象となる災害は労働者
と同じ場所で被災したものに限る
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２ 改正労働安全衛⽣法の概要
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安衛法改正（個⼈事業者等関係）の主なポイントについて
労働者と同じ場所で働く個⼈事業者等を保護や措置義務の主体として位置付け、災害防
⽌のために注⽂者等や個⼈事業者等⾃⾝が果たすべき役割を整理

Essential Points of The Revision on “Self Employed Worker”

義務化 義務化

全業種 対象
拡⼤ 新設

４

１

５

２ ３R7（2025）5.14 施⾏ R8（2026）4.1 施⾏ R9（2027）1.1 施⾏

R9（2027）4.1 施⾏ R9（2027）4.1 施⾏

注⽂者による配慮 元⽅事業者等の措置 災害報告制度

個⼈事業者等⾃⾝
による措置

作業場所管理事業者
による連絡調整等

・注⽂者が仕事を注⽂す
る際、作業期間、納期
等注⽂先の仕事の安全
衛⽣を損なう条件を付
さないよう配慮

開 催 状 況
関 連 資 料
はこちら⇒

全国13会場で実施
（ハイブリッド開催）

説明会

・混在作業による連絡調
整等の対象を個⼈事業
者等にも拡⼤

・機械等や建築物の貸与
先を個⼈事業者にも
拡⼤

・個⼈事業者等の業務上
災害について、監督署
に報告する制度を新設
（電⼦申請原則義務化）

・構造規格等を具備しな
い機械等の使⽤禁⽌

・機械等の定期⾃主点検
の実施

・特別教育の受講

・業種にかかわらず、危
険⼜は有害な作業が混
在して⾏われる場合
の連絡調整等の実施
を義務化
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個⼈事業者や作業従事者の定義など
○ 今回の改正で新たに保護・規定の対象に加える「個人事業者」は、個人であるか、法人
であるかや、仕事の請負の有無は問わず、「事業を行う者で労働者を使用しないもの」が

該当する。また、「個人事業者等」として、中小事業の事業主や役員も含めて保護等を図
る。
○ 「労働者」に加え、労働者と同じ場所で作業を行う労働者以外の者も含め「作業従事
者」として、保護・規制の対象とすることにより、労働災害防止のみならず、個人事業者
等による災害の防止も図る。

○ 「個人事業者」
は「事業者」には
含まれない。

○ 労働者を使用
しているか、否か
で、「事業者」と
「個人事業者」に
分かれる

《改正安衛法》

個人事業者の定義 作業従事者の範囲
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注文者等による対策

１ 注文者の配慮に関する責務の範囲の明確化（施行済）
・ 建設工事以外の注文者にも広く、適用されるよう労働安全衛生法第３条第３項（注文者が
講ずべき措置）の規定の趣旨の明確化（適用範囲、配慮の内容等）

・ 作業場所や作業方法の指定など、注文者の関与の状況を踏まえた具体的措置内容の明確化

・ 発注条件が受注者の安全衛生に影響を及ぼす可能性があること、安全衛生経費の必要性に
関する意識啓発の実施

・ 具体的な作業内容や作業条件等を契約時に明確化することを関係者へ周知等

２ 注文者等が行う措置の対象に「個人事業者等」を含める（施行済）
・ 建設業等の元方事業者が実施する統括管理の対象（※）、機械等貸与者等の講ずべき措置
の対象及び建築物等貸与者の講ずべき措置の対象に「個人事業者等」が含まれることの明
確化

※ 「個人事業者等」は関係請負人として、元方事業者が講じる措置に応じて必要な措置を講じること等が義務付けられる。

・ 機械等貸与者の措置の対象機械について、「移動式クレーン」等に限定されている対象機
械等に、他の危険性が高い機械（フォークリフト、ショベルローダー、フォークロー
ダー）を追加

・ 建築物等貸与者の対象建築物について、 「事務所」、「工場」に限定事業の用に供され
るあらゆる建築物を対象とし、当該建築物に関して講ずべき措置（共有部分の墜落危険箇
所の防護、安全な通路の保持）を追加
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≪現⾏≫

≪⾒直し後≫

個⼈事業者等による混在作業の位置付けを明確化

関係請負⼈

(個⼈事業者)

注⽂者

労

関係請負⼈

労

関係請負⼈

労

個⼈事業者
による混在作業の
位置付けが不明確混在作業

関係請負⼈

(個⼈事業者等)

注⽂者

労

関係請負⼈

労

関係請負⼈

労

混在作業 混在作業

建設業等の元方事業者が講ずべき措置（連絡調整）のイメージ（施⾏済）
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個人事業者等の業務上の災害の把握（R９.１）
３ 災害報告制度の創設

（１）報告対象・報告時期

休業４日以上の死傷災害（脳心・精神事案は別途措置。）について､労働基準監督署に遅滞なく報告

（２）報告主体

・ 個人事業者等が死亡した場合等は、「特定注文者」等（※）が労働基準監督署に報告
※ 「特定注文者」とは、「個人事業者等が行う仕事の注文者であって、災害発生場所（事業場等）において
業務を行っている者のうち、個人事業者等から見て直近上位のもの」をいう。「特定注文者」が存在しない
場合には、災害発生場所（事業場等）を管理する事業者（「災害発生場所管理事業者」という。）が労働基
準監督署に報告。

・ 個人事業者等が災害発生の事実を伝達・報告することが可能な場合は、「個人事業者等」が「特

定注文者」等に報告し、報告を受けた「特定注文者」等が監督署に報告

・ 個人事業者等が中小企業経営者や役員である場合は、上記にかかわらず所属企業が監督署に報告
※ 個人事業者等本人や個人事業者等が加入している業種・職種別団体から監督署への情報提供も可能

（３）報告事項

・ 発生場所、災害発生日時、被災者に関する情報（氏名、年齢、性別、業種等）、報告者に関する
情報、被災程度、災害の概要・原因など

（４）その他

・ 個人事業者等が「特定注文者」等に報告したことを理由とする特定注文者等による不利益取取扱
いの禁止

・ 脳・心臓疾患及び精神障害に関しては、災害報告とは別に、個人事業者等自身が労働基準監督署
に報告できる（報告事項には、上記３に加え、「発症と関連のある情報」も含む。）
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個人事業者等の業務上災害報告制度に係るイメージ図（R９.１）

※ 災害発⽣場所において個⼈事業者等が労働者と同じ場所で就業していた場合に限る。
また、個⼈事業者等が中⼩企業経営者や役員の場合は、所属企業が報告主体となる。

死亡した場
合や入院中
などにより
災害発生の
事実を伝達
することが
困難な場合

労

働

基

準

監

督

署

休業４日未満
等報告義務対
象外の災害

個人事業者等が特定注文者に報告、その
内容を踏まえて、特定注文者が監督署に
報告

特定注文者が存在しない場合は、個人事
業者等が災害発生場所管理事業者に報告、
その内容を踏まえて、災害発生場所管理
事業者が監督署に報告

特定注文者、災害発生場所管理事業者の
いずれも存在しない場合は、個人事業者
等自らが監督署に情報提供

特定注文者が把握した場合に報告

特定注文者が存在しない場合は、災害発
生場所管理事業者が把握した場合に報告

特定注文者、災害発生場所管理事業者のい
ずれも存在しない場合は、報告義務対象外
※ 個人事業者等が加入している関係団体等
による情報提供は可能

休業４日未満等報告義務対象外の災害は、
個人事業者や個人事業者が加入している団
体等が情報提供可能

休
業
４
日
以
上
の
死
傷
災
害

災害発生の
事実を伝達
することが
可能な場合

報告義務
(罰則なし)

情報提供

※

被災程度
個人事業者等
（被災者）

特定注文者
災害発生場所
管理事業者

考え方
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個人事業者等に対する新たな措置の義務付け（R９.４）

４ 個人事業者等自身による措置

（１）機械等の安全の確保

・ 機械等の安全確保の観点から、事業者には以下のような措置が義務付けられているが、
これと同様、労働者と同じ場所で作業を行う個人事業者等に対しても同様に以下の措置
を義務化

① 構造規格又は安全装置を具備しない機械等の使用禁止

② 車両系建設機械や移動式クレーン等を対象とする定期自主検査等の実施

（２）危険有害業務に関する安全衛生教育

・ 事業者が労働者を危険有害な業務に就かせる際には特別教育の実施が義務付けられて
いるが、これと同様、個人事業者等が危険有害な業務を実施する際には特別教育を受講
することを個人事業者等に対しても義務化

※ 労働者の場合に努力義務とされている現に危険有害業務に就いている者に対する教育も同様
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機械等や危
険有害作業
に起因する
災害要因 災

害
リ
ス
ク

機械等や危
険有害作業
に起因する
災害要因 災

害
リ
ス
ク

（参考）危険有害作業等を行う個人事業者等に措置を義務付ける必要性（イメージ）

事業者が講ずる措置についての考え方（現行法）

基本的な考え方（イメージ図）

個人事業者等に新たに義務付ける措置の考え方

災
害
リ
ス
ク

災
害
リ
ス
ク

個
⼈
事
業
者
等

周
囲
で
作
業
す
る
労
働
者

検査等 特別教育等

検査等

特別教育等
機
械
等
を
使
⽤
す
る
作
業
︑

危
険
有
害
作
業
を
⾏
う
労
働
者

災
害
リ
ス
ク

災
害
リ
ス
ク

周
囲
で
作
業
す
る
労
働
者

機
械
等
を
使
⽤
す
る
作
業
︑

危
険
有
害
作
業
を
⾏
う
個
⼈
事
業
者
等

事業者

事業者は、「機械等を使⽤する作業、危険有害作業を
⾏う労働者」だけでなく、「周囲で作業する労働者」
も同様に保護する観点から機械の使⽤禁⽌等の措置を
実施

「周囲で作業する労働者」も同様に保護する観点から、
個⼈事業者等は、事業者に義務付られている措置と同
⼀の範囲の措置を講ずる必要があるのではないか
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混在作業による労働災害の防止（R９.4）

５ 作業場所管理事業者による連絡調整
・ ３業種（建設業・造船業・製造業）や仕事の枠にかかわらず、「一の場所」で行われ
る混在作業（荷の搬入・搬出作業や機械・設備のメンテナンス作業等）に着目し、混在
作業場所を管理する者（作業場所管理事業者）に作業間の連絡調整等の一定の措置を求
める枠組みを新たに創設

事業者

≪現行≫

運送業者等

事業者による
安全衛⽣管理の対象外

≪見直し後≫

⾃社と運送業者間等の連絡調整の義務

現⾏規制

新たな枠組

事業場における
労働災害防⽌のための安全衛⽣管理

事業者

運送業者等

現⾏規制

事業場における
労働災害防⽌のための安全衛⽣管理

混在作業
例）倉庫内で作業する
⾃社労働者と運送業者
の作業が混在

作業場所管理事業者

混在作業
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３ 芸能従事者への適⽤に当たっての考え⽅
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○ 「芸能従事者」の職種は多岐にわたり、その働き⽅も様々（フリーランス⽐率も異なる）
○ 作業に伴う災害リスクも様々であり、労働安全衛⽣法令で求められる措置も異なる

芸能従事者とは
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（作業内容）
・⾼所での撮影
・スタント
・⽔中撮影
・ロケ中の⾞両移動
・猛暑での屋外撮影

（想定される災害）
・墜落・転落
・おぼれ
・交通事故
・熱中症

（作業内容）
・ロケ中の⾞両移動
・深夜作業
・現場巡回

（想定される災害）
・交通事故
・過重労働
・メンタルヘルス
・転倒
・機材との接触

（作業内容）
・ステージ上でのパ
フォーマンス
・⼤⾳量での演奏
・照明設備との接触
・リハーサル

（想定される災害）
・墜落・転落
・転倒
・⼈や物との激突
・騒⾳性難聴

（作業内容）
・⾼所での⼯事
・重量物の取扱い
・電気設備の設置
・⼿⼯具・電動⼯具
の使⽤

（想定される災害）
・墜落・転落
・感電
・転倒
・腰痛
・切れ、こすれ

（作業内容）
・⻑時間のVDT作業
・⼤量の作画
・締め切り間際の短
納期作業

（想定される災害）
・眼精疲労
・肩こり、腱鞘炎
・腰痛
・過重労働
・メンタルヘルス

（作業内容）
・会場巡回
・⾞両での移動
・観客からの演者の
ガード
・⻑時間の⽴会い

（想定される災害）
・転倒
・交通事故
・⼈や物との激突
・暴⼒
・過重労働

芸能従事者の作業で想定される災害リスク
○ 職種によって、作業内容は様々であるが、以下のような災害リスクがある
①建設業や製造業で⾏われているのと同等の危険度を有する作業
②深夜作業や⻑時間の就業、劣悪な作業環境など、健康障害リスクの⾼い作業
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４ 改正内容の適⽤に当たっての
ケーススタディ
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注⽂者による配慮（アニメーター等のクリエイターの例）

○労働安全衛⽣法
（事業者等の責務）
第三条
３ 建設⼯事の注⽂者その他の仕事を他⼈に請け負わせる者は、施⼯⽅法、作業⽅法、⼯期、納期等について、安
全で衛⽣的な作業の遂⾏を損なうおそれのある条件を付さないように配慮しなければならない。

○ すべての注⽂者は、請け負わせる仕事について安全衛⽣上、配慮する責務がある
○ 配慮の内容は、注⽂する内容（作業場所や作業⽅法の指定等）によって異なる

※ 令和７年５⽉14⽇付け基発0514第１号「労働安全衛⽣法及び作業環境測定法の⼀部を改正する法律について」

短納期での
急な修正指⽰

など

仕上げ時期の
スタジオでの
⽸詰作業など
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災害報告（俳優・タレントの例）

職種 災害発⽣場所の例 ①特定注⽂者 ②①がいない場合の
作業場所管理事業者

俳優・タレント 映画・ドラマ撮影現場 芸能事務所、映画製作会
社、テレビ局

スタジオ運営会社、施設
管理会社

⾳楽・パフォーマー ライブ会場・フェス会場 興⾏主、イベント主催者、
制作会社

会場運営会社、ホール管
理者

クリエイター（アニメーター
等） 制作スタジオ 発注元アニメ制作会社、

出版社等
オフィス管理会社、スタ
ジオ運営会社

演出・制作 撮影・舞台現場 制作会社、主催者 撮影所、劇場、スタジオ
管理者

技術スタッフ 舞台設営・撮影現場 制作会社、主催者、元請
会社

会場管理者、スタジオ管
理者

マネジメント・運営 撮影現場・イベント現場 芸能事務所、制作会社、
主催者

スタジオ管理者、施設管
理者

※ 実際、どのような者が該当するかは契約実態や作業実態によって異なります。
想定されるケース

○ 芸能事務所とマネジメント契約を結んでいる俳優Ａが、事務所からの出演
依頼により、撮影スタジオでテレビドラマのＰＲのための撮影作業に参加。
○ 撮影開始前のリハーサルの際、セットの段差につまずき、転倒して⾻折
（休業１ヶ⽉）。
○ 当⽇は、芸能事務所に所属するマネージャーは撮影に同⾏しておらず、俳
優Ａが単独でスタジオ⼊りしており、芸能事務所に出演依頼をしたテレビ局
の関係者の⽴ち会いも⼀切なかった（現場にいたのはスタジオ運営会社の社
員と撮影スタッフのみ）。

○ 休業４⽇以上の業務上災害に該
当するため、災害報告の対象。
○ 被災者である俳優Ａの注⽂者に
当たる者（芸能事務所、その上位
のテレビ局）がいないため、「災
害発⽣場所管理事業者」であるス
タジオ運営会社が報告主体に該当。
○ 被災者である俳優Ａは、困難な
場合を除き、報告主体に対して災
害発⽣の事実やその状況を報告。21



混在作業（コンサート会場における混在の例）

職種 主な作業内容 労働者と混在する場⾯ 労働者と混在しない場⾯

俳優・タレント 演技、司会、CM撮影、
番組出演

撮影現場、イベント会場、
ロケ先、スタジオ収録

演技レッスン、台本読み、
⾐装合わせ

⾳楽・パフォーマー 歌唱、演奏、ダンス、ラ
イブ出演

コンサート会場、⾳楽
フェス、テレビ収録

リハーサル、楽曲制作、
振付練習

クリエイター（アニメー
ター等）

作画、デザイン、脚本制
作、編集

制作会社オフィス、共同
制作会議

⾃宅制作、個⼈作業、作
画作業

演出・制作 監督、演出、進⾏管理、
企画⽴案

撮影現場、舞台設営、イ
ベント運営

企画会議、編集作業、構
成検討

技術スタッフ ⾳響、照明、映像、舞台
設営、⼤道具

撮影スタジオ、コンサー
ト会場、イベント会場

機材整備、倉庫作業、機
器テスト

マネジメント・運営 スケジュール管理、営業、
現場調整

撮影現場、イベント会場、
記者会⾒

事務所内業務、契約交渉、
デスクワーク

想定されるケース

○ 技術スタッフがコンサート会場でアイドルグループのコン
サートのため、舞台設営作業を⾏っていた。
○ 舞台上では、舞台設営作業と並⾏して、アイドルグループ
が所属する芸能事務所の管理者から、コンサート実施に当
たっての説明（リハーサル）が⾏われていた。
○ 事務所の管理者が舞台上での動きを説明するために⼀同が
舞台上を歩いて移動していた際、資材を運搬していた技術ス
タッフと接触し、舞台から客席に転落しそうになった。

○ コンサート会場の舞台という⼀の場所にお
いて、所属が異なる作業従事者（技術スタッ
フと事務所管理者及びアイドルグループ）が
混在して作業を⾏っていた。
○ コンサート会場運営事業者は、混在作業に
よる災害を防⽌するため「作業場所管理事業
者」として、連絡調整を⾏う必要がある。
《連絡調整の例》
①舞台設営作業とリハーサルの時間調整
②作業エリアの区分け、監視⼈の配置等 22



関係条⽂（混在作業による労働災害防⽌関係）
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○労働安全衛生規則

（作業場所管理事業者等の講ずべき措置）
第６４３条の１２ 作業場所管理事業者は、法第３０条の４に規定
する場合を除き、その管理する一の場所においてその労働者であ
る作業従事者（当該労働者である作業従事者のほか、労働者以外
の当該作業場所管理事業者に係る作業従事者がある場合には 、
当該者を含む。）及び当該一の場所において事業を行う他の事業
を行う者に係る作業従事者が周囲で作業を行う作業従事者に危害
を生ずるおそれのある作業その他の作業を行う場合には、当該作
業が行われることによつて生ずる労働災害を防止するため、随時、
作業場所管理事業者と当該事業を行う者との間及び事業を行う者
相互間における連絡及び調整を行うものとする。
２ 事業を行う者は、作業場所管理事業者がいない一の場所におい
てその作業従事者及び当該一の場所において行われる事業を行う
他の事業を行う者に係る作業従事者が前項の作業を行う場合（当
該一の場所において作業を行う作業従事者の中に労働者がいない
場合を除く。）には、当該作業が行われることによつて生ずる労
働災害を防止するため、随時、当該他の事業を行う者と相互に連
絡及び調整を行うものとする。
３ 第１項の場合において、作業場所管理事業者以外の事業を行う
者は、作業場所管理事業者が行う措置に応じて、必要な措置を講
ずるものとする。
４ 第１項又は第２項の場合において、作業従事者は、前３項の規
定により講じられる措置に応じて、必要な事項を守るものとする。

○ 法第３０条の４が適用されな
い場面についても漏れなく混在
作業による労働災害防止を図る

○ 法第３０条の４とは異なり、
作業限定はない
○ ただし、隣り同士での事務作
業のようなものまでは含めない

○ 作業場所管理事業者が存在し
ない場合も対象

例：個人宅で、引越業者と電気
工事業者が混在して作業を
行うような場合

○ 作業場所管理事業者が存在し
ないため、事業を行う者（個人
事業者も含む。）同士が相互に
連絡調整を行う

○ 「・・・行うものとする」と
あるとおり、罰則付きの義務で
はない



５ 個⼈事業者等の健康管理に関する
ガイドライン

24



個⼈事業者等の健康管理に関するガイドライン（令和６年５⽉28⽇策定・公表）

個⼈事業者等※１が健康に働くために、個⼈事業者等が⾃⾝で⾏う事項、注⽂者等※２が⾏う⼜は配慮する事項等を周知し、⾃主
的な取組を促すもの※３。

主体 基本的な考え方 実施事項等

個⼈事
業者等

• 個⼈事業者等として事業を⾏う上では、⾃らの⼼
⾝の健康に配慮することが重要であり、各種⽀援
を活⽤しつつ⾃らで健康管理を⾏うことが基本

n 健康管理に関する意識の向上
n 危険有害業務による健康障害リスクの理解
n 定期的な健康診断の受診による健康管理
n ⻑時間の就業による健康障害の防⽌
n メンタルヘルス不調の予防
n 腰痛の防⽌/情報機器作業における労働衛⽣管理
n 適切な作業環境の確保
n 注⽂者等が実施する健康障害防⽌措置への協⼒

注⽂者
等

• 注⽂条件等が個⼈事業者等の⼼⾝の健康に影響を
及ぼす可能性もあることから、その影響の程度に
応じて、注⽂者等が必要な措置を講じることが重
要。

• 個⼈事業者等が健康に就業することは、当該個⼈
事業者等と継続的に業務を⾏う注⽂者等にとって
は、事業継続の観点からも望ましい。

n ⻑時間の就業による健康障害の防⽌
• 注⽂条件等の配慮、注⽂条件等により⻑時間就業となり疲労が蓄積し
た個⼈事業者から求めがあった場合における医師の⾯談機会の提供

n メンタルヘルス不調の予防
n 安全衛⽣教育や健康診断に関する情報の提供、受講・受診機会の提供等
n 健康診断の受診に要する費⽤の配慮
n 作業場所を特定する場合における適切な作業環境の確保

団体等
• 各業種・職種の個⼈事業者等や注⽂者等の団体、
仲介業者等には、個⼈事業者等及び注⽂者等に
対して必要な⽀援を⾏うことが期待される。

n 個⼈事業者等への情報提供
n 必要に応じて、業種・職種別の実情に応じた業種・職種別ガ
イドラインの策定

個⼈事業者等の健康管理の基本的な考え⽅と各主体の実施事項等

※１ 「個⼈事業者等」とは、事業を⾏う者のうち労働者を使⽤しないもの及び中⼩企業の事業主⼜は役員。労働基準法上の「労働者」に該当すると判断
された場合には、本ガイドラインによらず、「労働者」として、労働安全衛⽣法（昭和47年法律第57号）等の労働関係法令が適⽤される。

※２ 「注⽂者等」とは、個⼈事業者等に仕事を注⽂する注⽂者⼜は注⽂者ではないものの、個⼈事業者等が受注した仕事に関し、個⼈事業者等が契約内
容を履⾏する上で指⽰、調整等を要するものについて必要な⼲渉を⾏う者

※３ 「個⼈事業者等に対する安全衛⽣対策のあり⽅に関する検討会」報告書(R5.10）をもとに、労働政策審議会安全衛⽣分科会の議論を経て、厚労省労働基準局⻑名で策定。

u労働者が⾏う作業と類似の作業を⾏う者については、労働者であるか否かにかかわらず、労働者と同じ安全衛⽣⽔準を享受すべきとの考
え⽅のもと、ガイドラインでは、各主体について基本的な考え⽅と実施事項等を次のように⽰している。

※ 国は、個⼈事業者等の健康管理に活⽤できるツールの提供、労災保険に特別加⼊している個⼈事業者等に対する産業保健総合⽀援センター及び及び地域産業
保健センター等による⽀援等、個⼈事業者等の健康管理を⽀援するための取組を⾏う。関連情報を厚労省ホームページで発信する。 25



⾃宅等でテレワークを⾏う際の作業環境 － 好ましい作業環境の要件 －
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⾃宅等でテレワークを⾏う際の作業環境 － 好ましい作業環境の要件 －

27



ご静聴ありがとうございました

個人事業者等の安全衛生対策

（最高裁判決対応、健康管理ＧＬ）

今後の労働安全衛生対策

について（建議）
テレワークガイドライン

改正安衛法

関係条文及び通達

改正安衛法説明会

（動画）
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